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熊野団地地区都市再生整備計画
平成２６年度　～　平成２９年度　（４年間） 熊野町

新たに整備される（仮称）地域交流センターの利用者数を30,728人/年から34,500人/年とする。

熊野団地地区の１９歳未満の子どもの人口減少を抑制し660人から594人とする。

石神緑地遊歩道でのウォーキング時間帯における歩行者数を84人から110人とする。

（仮称）地域交流センターの利用者数 30,728 人/年 34,500 人/年

新たに整備される（仮称）地域交流センターの利用者数

子育て世代の定住化 660 人 594 人

熊野団地地区の１９歳未満の子どもの数

遊歩道での歩行者通行量 84 人/12h 110 人/12h

石神緑地遊歩道でのウォーキング時間帯における歩行者数

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H27 H28 H29 H30 内、提案事業

A-1 都市再生 一般 熊野町 直接 熊野町 － － 熊野団地地区都市再生整備計画事業 776

合計 776

備考

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30

C-1

合計 0

番号 備考

C-1

備考

計画の目標

社会資本総合整備計画
計画の名称
計画の期間 交付対象

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
776.0 百万円 Ａ

【地域活性化拠点の多世代交流の「場」を提供し，魅力ある生活拠点の創造】
【安心安全で利便性の高い生活環境づくり】
【回遊性の高い歩行者空間と高齢社会に適応した市街地環境づくり】

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値
（H26当初）

中間目標値
最終目標値
（H29末）

効果促進事業費の割合
9.0%

(Ａ(提案分)+Ｃ)／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

事業者
道路
種別

省略
工種

要素となる事業名
市町村名 全体事業費

（百万円）

Ｂ 0 百万円 Ｃ 0

（事業箇所等） H26

    776百万円（うち提案事業分　70百万円） 百万円

地域交流センター建設等　A=56ha 熊野町

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名 全体事業費
（百万円）（延長・面積等） H26

事業実施期間（年度）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）H26

一体的に実施することにより期待される効果



熊野団地地区都市再生整備計画

平成２６年度　～　平成２９年度 交付対象 熊野町

計画の名称

計画の期間

熊野町

A-1

熊野団地地区都市再生整備計画事業（56ｈａ）
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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 56 ha

平成 26 年度　～ 平成 29 年度 平成 26 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠平成２６年２月
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人／年 平成24年度 平成29年度

人 平成24年度 平成28年度

人／１２ｈ 平成25年度 平成28年度

都道府県名 広島県 熊野町 熊野団地地区

計画期間 交付期間 29

熊野団地の成熟化に対応し，専用住宅地としての住環境保全を図り，次世代へと繋がる利便性の高いまちづくりを進める。
目標１：地域活性化拠点の多世代交流の「場」を提供し，魅力ある生活拠点の創造
目標２：安心安全で利便性の高い生活環境づくり
目標３：回遊性の高い歩行者空間と高齢社会に適応した市街地環境づくり

【歴史的背景】
熊野団地地区は，熊野町の西部地域に属し，主要地方道矢野安浦線，呉平谷線が整備され，広島・呉方面からの玄関口となっている。この西部地域の面積は３５７haで，全町域面積の１０．６％であるが，人口は８，３８６人（平成２２年国勢調査）で，町
人口の３２．９％を占めている。これは，当該地区が広島都市圏のベットタウンとしてその住宅需要に応えるため，昭和４２年に県営事業により造成された住宅団地であり，広大な市街地が短期間で形成され，その後も熊野団地周辺部に民間による住宅
団地が開発され，人口集中化が進展したことによるものである。また，熊野団地内にはメインストリートに商店街が形成され，防主山緑地及び二河川等の豊かな自然環境にも恵まれている。
【地区の現況】
熊野団地は造成後４０年以上が経過したことにより，公共公益施設の老朽化と併せて，当時，団地に移り住んだ世帯の高齢化が進み，その率は３７％（平成２５年８月現在）を越えている。この数値は県平均及び熊野町の他地区に比べても高齢化率が
高く，今後も高齢化が進むものと予測される。
近年の社会情勢の変化から，団地内の大規模集合住宅では空き室が目立っており，劣化が著しい建物の除却が進み，且つ，モータリーゼーションの進行を背景とする多様なニーズに呼応した大規模な小売店の立地などにより，地区の既存商店街は衰
退し，空き店舗が長期にわたって存在している。当該地区は小学校，保育所，幼稚園，公民館があり，また近隣にある熊野高校などの公共施設の機能が集約している。平成１９年度には，県営住宅跡地に病後児保育等の機能を併せ持つ「くまの・みらい
保育園」が開園し，子育て支援の拠点となっている。
地区内には周辺市町と連絡する路線バスの営業所が立地しており，また町内を循環する「生活福祉交通おでかけ号」が運行していることから，町内外の交通利便性は高い地域である。

○地区人口の高齢化と車社会の実情を踏まえて，高齢者・障害者に優しく，自動車利用の需要に応える公共公益施設の整備が求められている。
○団地造成後４０年以上が経過し，地区内の公共公益施設の老朽化と子育て世代から高齢者世代までの幅広い住民ニーズに対応するため，住宅団地としての住環境の維持・改善が必要となっている。
○高齢化社会を背景とする地域のコミュニティー維持に向けて，子育て世代の定住と各世代間交流の促進を図るほか，高齢者の健康と社会参加の機会が求められる。

○「第５次熊野町総合計画」（平成２３年３月策定）
　当該地区を西部生活拠点として定め，公共施設や商業・業務機能の集積を活かし，利便性を高め，日常生活の暮らしの場としての拠点性の向上を図ることとしている。また，施策目標として，世代を超えて活動できる環境を整えることを掲げており，世
代交流のためのふれあい地域社会の形成，シニア世代が地域で活躍できる地域社会の形成を図ることとしている。
○「熊野町都市計画マスタープラン」（平成２４年４月策定）
　当該地区を熊野団地中心地区として，専用住宅地としての良好な住環境の保護・育成を図る地区として定めている。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

子育て世代の定住化 熊野団地地区の１９歳未満の子どもの数

多世代に亘るニーズに呼応した魅力ある住環境の構築により，人
口減少の抑制と地域活性化に寄与する。【参考：減少率　（従前
値）Ｈ１９～Ｈ２４　-２０％，（目標値）Ｈ２４～Ｈ２８　-１０％】

６６０人 ５９４人

（仮称）地域交流センターの利用者数 新たに整備される（仮称）地域交流センターの利用者数

熊野西公民館の移転施設となる（仮称）地域交流センターは，バリ
アフリー化，駐車場不足の改善等により，地域住民の交流促進等
に寄与する。

３０，７２８人／年 ３４，５００人／年

遊歩道での歩行者通行量 石神緑地遊歩道でのウォーキング時間帯における歩行者数

高齢者の健康と社会参加を支援する環境づくりにより，地区内へ
の外出行動が活発になる。 ８４人／１２ｈ １１０人／１２ｈ



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他
【関連事業】
・「生活福祉交通おでかけ号」運行事業
・消防屯所建築工事

○まちづくりの住民参加について
　地区内にある「坊主山商店街」は坊主山スタンプ事業を行い，にぎわいの創出に努力している。

○事業実施に際する庁内体制について
　総務部，民生部，教育部，建設部それぞれ連携して事業を推進していく体制は整っている。

方針に合致する主要な事業
〔整備方針１〕
地域活性化拠点の多世代交流の「場」を提供し，魅力ある生活拠点の創造
・公共施設の整備により，多世代に亘って交流や活動の促進を図る
・（仮称）地域交流センターと周辺施設との連携を深め生活拠点の構築を図る

○高次都市施設　【地域交流センター】　「（仮称）地域交流センター」　（基幹事業）
○地域生活基盤施設　【緑地、広場】　「西部ふれあい広場」　（基幹事業）
○地域生活基盤施設　【緑地、広場】　「交流広場」　（基幹事業）
○地域創造支援事業　「防災コミュニティセンター」　（提案事業）
○地域創造支援事業　「大型遊具整備事業」　（提案事業）
○まちづくり活動推進事業　「多世代交流事業」　（提案事業）
○関連事業　消防屯所建築工事

〔整備方針２〕
安心安全で利便性の高い生活環境づくり
・快適な居住環境の整備による子育て世代の定住促進を図る
・身近な憩いの場や健康レクリエーション施設として，公園・緑地等を整備する

○公園　「貴船公園」「柿迫公園」「東山公園」「神田公園」　（基幹事業）
○地域生活基盤施設　【緑地、広場】　「団地緑地」　（基幹事業）
○地域生活基盤施設　【緑地、広場】　「ポケットパーク」　（基幹事業）
○地域生活基盤施設　【緑地、広場】　「防主山緑地」　（基幹事業）
○まちづくり活動推進事業　「子育て世代定住促進助成事業」　（提案事業）

〔整備方針３〕
回遊性の高い歩行者空間と高齢化社会に適応した市街地環境づくり
・離合困難な道路と歩行者の安全確保を目的とした道路を整備する
・ウォーキングコースを設定し，早朝や夜間でも歩きやすい環境を整備する

○道路　「町道山崎線」　（基幹事業）
○道路　「団地区画道路」　（基幹事業）
○高質空間形成施設　【緑化施設等】　「石神緑地」　（基幹事業）
○地域創造支援事業　「ウォーキングコース設定事業」　（提案事業）
○関連事業　「生活福祉交通おでかけ号」運行事業



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

道路 熊野町 直 １８０ｍ 27 28 27 28 10 10 10 0 10

道路 熊野町 直 3,725ｍ 26 29 26 29 84 84 84 0 84

道路

道路

公園 熊野町 直 ５００㎡ 28 28 28 28 1 1 1 0 1

公園 熊野町 直 1,500㎡ 27 28 27 28 4 4 4 0 4

公園 熊野町 直 ４００㎡ 28 28 28 28 2 2 2 0 2

公園 熊野町 直 1,200㎡ 27 27 27 27 1 1 1 0 1

公園

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 熊野町 直 - 26 29 26 29 141 141 141 0 141

高質空間形成施設 熊野町 直 遊歩道照明２灯 26 26 26 26 2 2 2 0 2

高次都市施設 熊野町 直 1.352㎡ 26 28 26 28 461 461 461 0 461

生活拠点施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 706 706 706 0 706 …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

熊野町 直 １３４㎡ 28 29 28 29 39 39 39 0 34

熊野町 直 １基 28 28 28 28 29 29 29 0 29

熊野町 直 - 28 28 28 28 1 1 1 0 1

熊野町 間 - 26 27 26 27 3 3 3 0 3

熊野町 直 - 26 28 26 28 3 3 3 0 3

合計 75 75 75 0 70 …B

合計(A+B) 776
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
熊野町 直 ○ H26 H28 33

熊野町 間 ○ H28 H29 5

合計 38

交付対象事業費 776 交付限度額 310.4 国費率 0.4

交付期間内事業期間
細項目

町道山崎線

団地区画道路

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

西部ふれあい広場等

石神緑地

（仮称）地域交流センター

貴船公園

柿迫公園

東山公園

神田公園

住宅市街地
総合整備
事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

防災コミュニティセンター

大型遊具整備事業

ウォーキングコース設定事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

子育て世代定住促進助成事業

多世代交流事業

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

「生活福祉交通おでかけ号」運行事業

消防屯所建築工事 防災コニュニティセンター併設



都市再生整備計画の区域

　熊野団地地区（広島県熊野町） 面積 56 ha 区域 熊野町貴船，柿迫，東山，石神地区の全部，神田地区の一部

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

主要地方道矢野安浦線

熊野営業所

熊野西公民館

主
要
地
方
道
呉
平
谷
線

熊野高等学校

熊野第四小学校

熊野町位置図

くまの・みらい保育園

熊野第三小学校

熊野団地地区
（５６ha）



（仮称）地域交流センターの利用者数 （人／年） 30,728 （　２４年度） → 34,500 （　２９年度）
子育て世代の定住化 （人） 660 （　２４年度） → 594 （　２８年度）

遊歩道での歩行者通行量 （人／12ｈ） 84 （　２５年度） → 110 （　２８年度）

　熊野団地地区（広島県熊野町）　整備方針概要図

目標
熊野団地の成熟化に対応し，専用住宅地としての住環境保全を図
り，次世代へと繋がる利便性の高いまちづくりを進める。 代表的

な指標

■公園事業 柿迫公園

■地域生活基盤施設事業 団地緑地

■地域生活基盤施設事業 防主山緑地

地域創造支援事業 ウォーキングコース設定事業

■地域生活基盤施設事業 交流広場

地域創造支援事業 防災コミュニティセンター

■地域生活基盤施設事業 ポケットパーク

■高次都市施設事業 （仮称）地域交流センター

地域創造支援事業 大型遊具整備事業

■道路事業 町道山崎線

■地域生活基盤施設事業 西部ふれあい広場

○「生活福祉交通おでかけ号」運行事業

まちづくり活動推進事業 多世代交流事業

まちづくり活動推進事業 子育て世代定住促進助成事業

■高質空間形成施設事業 石神緑地

■公園事業 東山公園

■公園事業 神田公園

■道路事業 団地区画道路

■公園事業 貴船公園

○消防屯所建築工事



計画の名称：  熊野団地地区　都市再生整備計画事業　            　事業主体名：　熊野町 

チェック欄

　１）まちづくりの目標が都市再生基本方針と適合している。 ○

　２）上位計画等と整合性が確保されている。 ○

　２）まちづくりの必要性という観点から地区の位置づけが高い ○

　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 ○

　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 ○

　３）目標及び事業内容と計画区域との整合性が確保されている。 ○

　４）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 ○

　５）地域資源の活用はハードとソフトの連携等を図る計画である。 ○

　１）十分な事業効果が確認されている。 ○

　２）事業連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 ○

　１）まちづくりに向けた機運がある。 ○

　２）住民・民間事業者等と協力して計画を策定している。 ○

　３）継続的なまちづくりの展開が見込まれる。 ○

　１）計画の具体性など、事業の熟度が高い。 ○

　２）交付期間中の計画管理（モニタリング）を実施する予定である。 ○

　３）計画について住民等との間で合意が形成されている。 ○

Ⅱ．計画の効果・効率性

社会資本整備総合交付金チェックシート
（都市再生整備計画事業等タイプ）

Ⅰ．目標の妥当性

①都市再生基本方針との適合等

②地域の課題への対応

③目標と事業内容の整合性等

④事業の効果

Ⅲ．計画の実現可能性

⑤地元の熱意

⑥円滑な事業執行の環境


